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１．概要

数値限定は、発明の構成要件を特定する手段として、また、権利取
得の際の有効な手段として知られており、数値限定発明（請求項の
発明特定事項に何らかの数値限定を含む発明）は様々な分野で出願
されている。このように、多くの実務者に関係する数値限定発明に
関する論点は、実務を行う上で重要である。

数値限定発明に関する裁判例のうち、過去１０年分の特許侵害訴訟
の裁判例を抽出し、分析を行った。

数値限定という一見明確な権利範囲が訴訟で争われた結果、測定方
法や測定条件が争点となり、構成要件非充足とされた事例が散見さ
れた。

数値限定発明に関する特許侵害訴訟について、統計分析結果と注目
裁判例を紹介する。また、注目裁判例を踏まえ、数値限定部分の構
成要件充足性判断の際に実務者が考慮すべき要素をフロー形式でま
とめたもの（充足性判断フロー）と、実務者への提言とを紹介する。

～世界から期待され、世界をリードするJIPA～
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２．統計分析

裁判例の抽出

裁判所の裁判例情報ウェブサイトの知的財産判例

裁判年月日：平成17年4月1日～平成27年6月29日

権利種別 ：特許権、実用新案権

事件種別 ：民事訴訟

全文検索キーワード：（数値＋パラメータ）*範囲内
＋数値限定＋数値範囲

裁判例数 ： ６４件（ノイズ除去後） ※

※ 数値限定発明に関する特許侵害訴訟を抽出
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技術分野別の訴訟件数

２．統計分析



２．統計分析

発明特定事項の傾向
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２．統計分析

特許権者の勝訴率（技術分野別）

特許権者の勝訴率（争点別）
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２．統計分析

特許権者の勝訴率（技術分野別）

特許権者の勝訴率（争点別）
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２．統計分析

特許権者の敗訴原因
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特許権者の敗訴原因内訳



２．統計分析

特許権者の敗訴原因
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特許権者の敗訴原因内訳 非充足の敗訴原因内訳
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３．裁判例の紹介

事例１
「遠赤外線放射体事件」

事件内容
「特許権侵害差止等請求事件」

本件特許発明
「セラミックス遠赤外線放射材料の粉末と，全体に対し自然放射性元素の
酸化トリウムの含有量として換算して０.３以上２.０重量％以下に調整した
モナザイトの粉末とを共に１０μｍ以下の平均粒子径としてなる混合物を，
焼成し，複合化してなることを特徴とする遠赤外線放射体。 」
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裁判所の判断： 明確性要件を満たさず特許無効

「 「１０μｍ以下の平均粒子径」という場合の「粒子径」について
は，技術的に見て，粒子をふるいの通過の可否等の見地から二次元
的に捉えたり，体積等の見地から三次元的に捉えるなど様々な見地
があり得る中で，本件明細書・・を精査しても，「粒子径」をどの
ように捉えるのかという見地からの記載はなく，平均粒子径の定義
（算出方法）や採用されるべき測定方法の記載も存しない。」

「本件特許の出願・・当時において，当業者は，レーザ回折・散乱
法以外にも，沈降法等の様々な方法による測定装置によりセラミッ
クスの粒子径を測定していたと認められるものであって， ・・当業
者の間に，既にレーザ回折・散乱による測定装置で計測することが
自明であるという技術常識が存在していたということはできない。
」

「当業者は，本件発明の「平均粒子径１０μｍ以下」という文言に
ついて，その意義を理解することができず，本件特許は，特許法に
いう明確性の要件を満たしていない」
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３．裁判例の紹介

事例２
「ティシュペーパー事件」

事件内容
「特許権侵害差止等請求事件」

本件特許発明：※争点となった構成のみ

「ｙ 下記(A)～(D)の手順により測定される静摩擦係数が０．５０～０．６５
である，

（Ａ）ティシュペーパーを１プライにはがし，２プライ時にティシュペーパーの
外面にあった面が外側となるようしてアクリル板に張り付ける。

（Ｂ）前記ティシュペーパーとは別のティシュペーパーを２プライのまま１００
ｇの分銅に巻きつけ，前記アクリル板上のティシュペーパー上に乗せる。

（Ｃ）前記アクリル板を傾け，おもりが滑り落ちる角度を測定する。

（Ｄ）前記角度の測定を，ティシュペーパーのＭＤ方向同士，ティシュペーパー
のＣＤ方向同士で行うこととし，各４回ずつの計８回測定して平均角度を算出し
て，そのタンジェント値を静摩擦係数とする。

ｚ ことを特徴とするティシュペーパー
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３．裁判例の紹介
裁判所の判断：構成要件非充足

「原告と被告は，それぞれにおいて，被告製品について，構成要件
ｙの(A)ないし(D)の手順により，・・・静摩擦係数を測定したにも
かかわらず，原告における測定は，静摩擦係数が構成要件ｙの規定
する数値範囲内にあり，被告における測定は，静摩擦係数が構成要
件ｙの規定する数値範囲外にあるということになる。」

「これらの相違は，構成要件ｙの(A)ないし(D)の手順により，・・
静摩擦係数を測定しても，その際の紙片のアクリル板への張付け，
分銅への巻付けの方法や被告製品のどの部分を試料として選択する
かの試料選択等の定量不能な条件が相違することによるものと考え
られるが，このような場合，被告製品が構成要件ｙを充足するとい
うためには，構成要件ｙの(A)ないし(D)の手順により，・・静摩擦
係数を測定する限り，その結果が，具体的な条件のいかんにかかわ
らず，構成要件ｙの規定する数値範囲内になければならないと解す
るのが相当である。」

「被告における静摩擦係数の測定結果は，構成要件ｙの規定する数
値範囲外にあるから，被告製品は本件発明２の構成要件ｙを充足す
るということはできない。 」
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事例３
「フィルター部材事件」

事件内容
「特許権侵害差止等請求事件」

本件特許発明：※争点となった構成のみ

「Ｅ 幅広の不織布を取り付けようとするレンジフードの角形の通気口に合わ
せて切断し，切断した不織布の周囲を前記通気口に仮固定してこの通気口を
不織布で直接覆って使用する通気口用フィルター部材であって，
Ｆ 前記不織布として，一軸方向（Ａ方向）にのみ非伸縮性で，かつ該一軸方
向とは直交する方向（Ｂ方向）へ伸ばした状態で仮固定して使用したとき，
１２０～１４０％まで自由に伸びて縮み，難燃処理された合成樹脂繊維から
なるものを使用し，
Ｇ 前記不織布を前記一軸方向とは直交する方向へ伸ばして，この不織布によ
り前記通気口を覆うことを可能としたことを特徴とする通気口用フィルター
部材。」
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裁判所の判断：構成要件非充足

「控訴人（権利者）の行った甲３４試験及び甲３９試験は，いずれも
試験片の縦方向の一端については，その全辺を仮固定具で固定してい
るものの，他方の辺については，その辺の中央部のみをダブルクリッ
プで把持し，試験片を山形に引っ張っているものであり，同辺の両端
部付近は伸ばしていないから，通気口全体を覆うことができるように
試験片を伸ばしているものではない。・・甲３４試験及び甲３９試験
は，被控訴人製品が，仮固定が維持できる状態で，通気口全体を覆う
ように１２０％ないし１４０％の範囲内の長さまで伸ばせることを証
するものとはいえない。」

「（被控訴人の行った）乙１１７試験の試験１は，実際に用いられる
幅の不織布の一端を製品同梱の磁石等で仮固定して，他端全体を引っ
張り，磁石がずれたときの伸びを測定するものであるから，・・甲３
４試験及び甲３９試験よりは適切な試験であるといえるところ，前記
ウ(ｱ)のとおり，乙１１７試験の結果によれば，被控訴人製品について
は，仮固定が維持できる状態で，１２０％から１４０％までの範囲内
の長さまで伸ばすことはできなかったものである。」
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事例４
「経口投与用吸着剤事件」

事件内容
「特許権侵害差止等請求事件」

本件特許発明：
「フェノール樹脂又はイオン交換樹脂を炭素源として製造され，直径が０．０
１～１ｍｍであり，ラングミュアの吸着式により求められる比表面積が１００
０㎡／ｇ以上であり，そして細孔直径７．５～１５０００ｎｍの細孔容積が０．
２５ｍＬ／ｇ未満である球状活性炭からなるが，但し，式（１）：
Ｒ＝（Ｉ１５－Ｉ３５）／（Ｉ２４－Ｉ３５） （１）
〔式中，Ｉ１５は，Ｘ線回折法による回折角（２θ）が１５°における回折強度
であり，Ｉ３５は，Ｘ線回折法による回折角（２θ）が３５°における回折強度
であり，Ｉ２４は，Ｘ線回折法による回折角（２θ）が２４°における回折強度
である〕
で求められる回折強度比（Ｒ値）が１．４以上である球状活性炭を除く，こと
を特徴とする，経口投与用吸着剤。」
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裁判所の判断：構成要件充足

「被告は，本件明細書には，Ｒ値を算出するために必要な回折強度の
測定方法，測定条件について一切記載がなく，原告の主張する測定方
法，測定条件を採用する根拠はないと主張する。
しかしながら，回折強度の測定については，・・日本工業規格（ＪＩ
Ｓ）（甲３２），日本薬局方（甲１５）及び日本学術振興会が定めた
測定法（学振法）（甲１３）があり，これらの規格によれば，本件の
ような球状活性炭の回折強度を測定するためには，反射式デフラクト
メーター法を採用し，線源としては，ＣｕＫα線を用い，試料は粉砕
してアルミニウム板又はガラス板に均一に充填して作成することが一
般的であると理解することができるから，原告の主張する測定方法，
測定条件は，本件特許出願時における当業者の技術常識にかなうもの
であると認められる。」
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事例５
「銅合金条事件」

事件内容
「特許権侵害差止等請求事件」

本件特許発明： ※争点となった構成のみ

「（Ｎｉ、Ｓｉ等・・）よりなる銅基合金の
Ｅ 圧延面においてＸ線回折を用いて測定した３つの（hkl）面のＸ線回折強
度が，
（I(111)+I(311)）/I(220)≦2.0を満足し，
Ｆ 圧延面においてＸ線回折を用いて測定した（220）面のＸ線回折強度を
I(220)，および純銅粉末標準試料においてＸ線回折を用いて測定した（220）
面のＸ線回折強度をI0（220）としたときの，I(220)/I0（220）が，2.28≦I(220)/I0
（220）≦3.0を満足し、・・」。
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※ 構成要件Ｅの（I(111)+I(311)）/I(220) ：板面方位指数
※ 構成要件Ｆの I(220)/I0（220） ： （２２０）面集積度



裁判所の判断：構成要件非充足

「本件発明の構成要件Ｅの板面方位指数及び構成要件Ｆの（２２０）
面集積度を求めるに当たり，Ｘ線回折強度をいずれの方法で測定する
かについては特許請求の範囲にも，本件明細書の発明の詳細な説明欄
にも記載されていないが（実施例に関して，測定に使用する機器の名
称と，管球の種類，管電圧及び管電流が記載されているにとどまる。
段落【００１９】参照），原告は，銅合金条に係る本件発明において
は積分強度法によるべきことは明らかである旨主張する。」

「（しかし、証拠および弁論の全趣旨から）本件特許の特許出願時に
おいて，圧延等の工程を経た銅又は銅合金の性質を特定するための圧
延面等のＸ線回折強度の測定方法として積分強度法とピーク強度法の
いずれを採用するかについては，発明ごとに出願人が選定することが
多いといえる・・。そうすると，原告の上記主張を採用することはで
きず，本件発明の構成要件Ｅ及びＦにおける圧延面のＸ線回折強度に
ついては，積分強度法とピーク強度法のいずれにおいてもその数値限
定の範囲内にある必要があるものと解するのが相当である」
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「原告が行った各実験は同一の試料であってもその都度異なる測定結
果が生じるというのであり，仮に各実験が正確であるとしても，わず
かな測定部位等の違いにより（２２０）面集積度の分布状況に０．１
～０．５以上のずれが生じる可能性があることになる。そして，
(220)面集積度の分布範囲が構成要件Ｆの数値限定の上限3.0と同じ
であり，又は下限2.28と同じ若しくはこれに近接した数値となって
いることに照らすと，別の実験をしたり，異なる部位を測定したりす
ることによって構成要件Ｆの数値限定の上限又は下限を超える可能性
が高いということができる・・・構成要件Ｅ及びＦを充足する製品を
製造販売していたと認めるには足りないと解すべきものとなる」

「銅合金条の全体にわたって測定し，その全てにおいて構成要件Ｅ及
びＦの範囲内にあることの立証を要求することは，特許権者に対して
酷な面がないではない。しかし、・・」
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「・・ 被告のカタログ・・に（２２０）面集積度等に関する記載はな
く，被告において（２２０）面集積度等を制御して銅合金条の製造を
行っている・・とはうかがわれないこと，本件明細書にも（２２０）
面集積度等を特許請求の範囲に記載された数値限定の範囲内に制御す
るための具体的な製造方法等は記載されていないこと，（２２０）面
集積度等が本件明細書に記載された本件発明の効果に結びつくとする
知見や，それを制御する方法に関する文献等が本件の証拠上に現れて
いないことに鑑みると，（２２０）面集積度等が所定の範囲内にある
ことの技術的意義は定かでないというほかない。 」

「本件におけるこのような事情からすれば，原告においては被告の製
造販売する銅合金条の全体につきＸ線回折強度を測定し，これが構成
要件Ｅ及びＦを充足することを客観的な証拠をもって明確に立証しな
い限り本件特許権を行使することができないと解しても不合理ではな
いと考えられる。 」

25
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４．裁判例の分析

～世界から期待され、世界をリードするJIPA～

明細書に測定方法や測定条件が十分に開示されていないことにより、
特許権者と被疑侵害者との間で，以下が争点化。

①特許請求の範囲の記載の明確性（事例１）

②測定結果の相違による数値限定部分の構成要件充足性
（事例２～事例５）

争点①について

測定方法や測定条件の開示が不十分な場合に、記載が不明確か否かを
分けるものは、測定方法や測定条件の記載の程度と考えられる。しか
し、どこまでが測定方法でどこからが測定条件かは、事例毎に異なる

そこで、測定の際に『何の数値をどのように測定すべきか』を表すも
のを『測定原理』と定義して、事例１～５を以下のように整理
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４．裁判例の分析

～世界から期待され、世界をリードするJIPA～

特許請求の範囲の記載が不明確とされた事例１は、測定原理が記載さ
れておらず、特定することもできなかった。

従って、測定原理が記載されておらず、特定もできない場合に、特許
請求の範囲の記載が不明確とされると可能性が高いと考えられる。

争点②について

測定方法や測定条件の開示が不十分な場合に、測定結果が相違して数
値限定部分の構成要件充足性が争われる理由は、数値を測定・算出す
る際に具体的に必要となる条件（測定条件）が相違するため。

ここで、測定条件が相違した場合には、測定条件が特定された事例
（事例３，４）と、測定条件が特定されなかった事例（事例２，事例
５）がある。

測定条件が特定された場合には、その測定条件による測定結果に基づ
いて数値範囲に入るか否かが判断される。

一方、測定条件が特定されない場合には、出願時の技術常識から適宜
選択しうる条件（任意の条件）で測定し、数値範囲外の結果が得られ
れば構成要件非充足とされる。
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５．まとめ
充足性判断フロー
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記載有り？
測定原理の
記載有り？

特定可能？
測定条件の
特定可能？

特定された条件で測定

特定可能？
測定原理の
特定可能？

NO

YES

記載有り？
測定条件の
記載有り？

充足を認定でき
る測定結果？

充足

非充足

クレーム不明確

任意の条件で測定

S１ S２

S３

S４

S５

S６ S７

S８ S９

S１０

事例１
(S1→2→4)

事例４
(S1→2→5→6→8→10)

事例２ (S1→3→5→7→8)

事例３ (S1→3→5→6→8)

事例５ (S1→3→5→7→8)
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実務者（特許権者、出願人）への提言

明細書の記載
発明を数値限定する際には、測定原理（何の数値をどのように測定す

るか）を記載すべき。

数値を測定する際に測定結果に重大な影響を与える測定条件は，出願
時に慎重に検討して記載すべき。

測定条件は、測定における一連のプロセスを考慮して抽出すべき。
（測定条件としては、例えば、測定対象となるサンプルの調製，測定
時のサンプルの状態，測定時の環境，測定に用いる器具，測定装置，
測定装置におけるソフトウエアのバージョン，測定で得られたデータ
の処理法等）

サンプルの測定データの採取については，一部の測定結果で代用する
のか複数個所の測定で平均をとるのか等について，技術的意義を確認
できるか否かの観点を考慮し，記載を検討すべき。

製造方法について詳細に記載していても，その製造に用いる材料の測
定原理，測定条件であったり，その製造方法により得られた結果物の
測定条件をも詳細に記載することにまで至らないことがあり得る点に
注意すべき。
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５．まとめ

実務者（第三者）への提言

特許の有効性の検討
明細書の記載や出願時の技術常識等から測定原理を特定する。測定原

理が特定されない場合には、明確性要件を満たしていない可能性を検
討すべき。また、サポート要件や実施可能要件も満たしていない可能
性もあるので、それらも検討すべき。

技術的範囲の属否検討
明細書の記載や出願時の技術常識等から測定原理と測定条件を特定す

る。これらが特定された場合には、その測定原理、測定条件により測
定を行う。

測定条件が特定されない場合には、測定条件を任意にピックアップし
数値範囲を満たす結果が得られるか否かを網羅的に検討すべき。

サンプルの一部分の測定から得られた結果にばらつきがあり、数値範
囲の技術的意義が明らかでない場合には、サンプルの全体にわたって
測定し、一部でも数値範囲外となることがないか検討すべき。
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ご清聴有難うございました

～世界から期待され、世界をリードするJIPA～


